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V 結 論および今後の課題

1・ 解析結果のまとめ

(1)土 地利用計画 と転用可能量

CB法 を取 り入れた水収支モデルを構築することにより)転 用可能量と,排 水義務

量を満足させるための下流地域への補給水量が,残 存水田面積の各段階に応 じて把握

可能 となった。そこで)こ のモデルを使って,都 市化地域における余乗‖水形成メカニ

ズムを検討 してみると,農 地が都市化により潰廃 し面積減 となっても,こ れと対応 し

た量だけの余乗‖水が形成されるのではなく)反 復利用の状況,管 理用水量に対する都

市化の影響等を充分考慮した上でないと節水できないことが判明した。このことは)

地域全体の土地利用計画, とりわけ都市計画における線引きが,転 用可能量に多大な

影響をもつことを意味する。そこで,本 論文で取 り上げたケ
ース ・スタディ地域の場

合について試算してみると,同 一面積の農地の潰廃であっても,線 引き位置の違いに

よる転用可能量の差は2.5倍近 くにもなった。したがってi水 資源開発問題のみに限

って議論するならば,本 地域は,都 市計画の線引きの差によって潜在的に年間 2億 円

近 くの損失をしていることになった。

(2)事 業実施地区における取水量増要因

取水量は需要量形成に深い関係をもつ要因,無 降雨率
・水利施設機能 。水管理労働

量 ・水源水量の多寡によって決定されるという重回帰モデルを構築 し,隣 り合わせた

現在事業実施地区と未実施地区とにあてはめを行なった結果,式 自体の妥当性の確認

ができ,説 明変数の係数およびその有為性は両地区において差があることカ
ミ判 明 し

た。すなわち,労 働投入に対する水の需要弾力性は,実 施地区の方が未実施地区に比

べ 2倍 近 くも大きく,ま た)実 施地区では自然条件によつて決定される変数の係数の

有為性は認められなかった。以上のことから,事 業実施地区における経年的な取水量

増の主要な要因の
一つは,事 業実施により自然条件を考慮 した水管理が行なわれなく

なり,水 管理に対する手抜が生 じていることによるものであることが明 らか に なっ

た。したがって,合 理化事業成果を確実なものにするには,事 業実施後の水管理が非

常に重要であることが判明した。

13)最 適事業規模

一般モデルとして,下 流農地への排水義務量,河 川維持用水等といった水収支上の

上下流利用関係,あ るいは農地による地下水補給 と都市における地下水汲上げといっ
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た書幸ゴモテンス=さ 毛,:こ:ま都市排水に対する希釈水量といったものを考慮できる地域

義f更益最大化モデルを構築 し,ケ ース ・スタデイ地域へのあてはめを行なった。その

経異―合理イヒ事業実施により受ける純便益を考慮した地域社会全体 としての最適事業

規寝はど都市側の新規利用可能 となる水に対する評価額が l m3当り2円 以 上 であれ

ば=地 域肉農地すべてを事業化 し,必 要最大限の追加水管理労働量を投入することで

あると確定できた。また, この l m3当り2円 という値から,地 下水汲上げ規制が強化

されつつある本地域においては,合 理化事業は,新 規水資源開発事業としても,政 策

的に強力に推進すべき事業であることが確認できた。さらに, この結果に至るまでの

過種の中で,都 市側の計画年における水需要を満たす合理化事業とするには,追 加水

管理労働投入が不可欠であることが判明した。

“)費 用負担

現行事業における方法を確認した上で,理 論モデルとして線形計画モデル)ゲ
ーム

論モデルを導入した。その結果)両 理論モデルにより,現 行事業における方法では充

分な配慮が不可能であったところの,事業化への動機付けのためにはぜひ必要な,既得

水利権者の既得権益を考慮 した_Lでの費用負担の方法を提示することができた。さて,

そのケース ・スタディ地域へのあてはめ試算結果を検討 してみると,新 規水資源開発

事業における費用振分けが準用されている現行事業における方法は,事 業規模を変え

ても負担率は固定的であり)事 業参加への貢献度を評価できないことが,計 画段階あ

るいは事業実施段階における円滑的推進を阻害している要因であることがわかった。

それ:こ対し,線 形計画モデルにおける純便益を考慮 した場合の費用振分けは,そ の決

;=う法としての妥当性が高 く,結 果は,農 業側の費用負担は零 となり, さらに都市側

え=尋つ協力金の存在する実態を資源配分上の合理性の面からも妥当であることを示す

こととなった。また,補 助金制度を考慮 したゲーム論モデルによる方法は,か なり限

墓fi二範囲内での負担率が提示でき, しかも純便益を考慮 した場合の線形計画モデル

華異≧=セ 露 となった。さらに,本 地域における都市側の費用負担を両者の結果から

試撃と主ところ,転 用水 l m3当り5,0～5.7円という基本的に妥当なものとなり,都 市

菱 ≧とてil註定できる費用負担であることが判明した。

2=理 毎事業に対する評価

長f_革去会車;ヒ対策事業iよぅ水資源開発事業としても,政 策的に強力に推進すべき

事業でみ尋ことか確認できた。しかし,以 下の点についての対処が必要である。

■ ネ 資濠革霊分事菜としての制度的位置付けの明文化

農業第求奇理宅対策事業は,新 規水資源開発事業ではなく,水 資源再配分事業であ
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るといぅ位置付けが,制 度上明確になされるべきである。現行事業は,そ の位置付け
方にかなりの曖味さがぁるがために,円 滑な事業化への道が閉ざされてい る の で あ
る。したが,って,既 得水利権者に対する事業参加への動機付けも, この制度的な位置
付けが明確になされれば, 自ずと)可 能となるものである。
そのためには,ま ず,費 用負担算定方法が改められるべきでぁる。現行の身替妥当
支出法は,新 規水資源開発事業に適用されるべきものであり,合 理化事業のような水
資源再配分事業に準用されるべきもので:まない。現行における方法は,費 用負担率を
決定するにはあまりにも固定的であるがために,事 業規模の確定,す なわち整備水準
の決定においてのフィー ド・バンク!レープが有効には働かず)農 業側 ・都市側の対立
する利害関係が,費 用負担を通 じては調整できないもととなっている。また,事 業の
円滑的推進の動機付けに必要な既得水利権者の事業参加への貢献度が全 く評価できな
い方法である。

では,そ の算定方法をどうするかと■号問題|こなるがi必 ずしも本論文で述べた理
論モデルでなければならないとぃうわけで:主去子ヽ.こ こでの理論モデルは,あくまで,
各資源 ・需要が各主体に既得のtぅのとして写長 とて子ヽるという仮定!こ立っての議論で
あり,事 業の円滑的推進のみを考え,全 社会韓去王の商題を扱をた tどのでままな! かヽら
である。 しかし,理 論モデルの一つてみる秦孝豪

ム
霞モデ■:ま=最 適事業規装の確定が

可能であり,費 用最小化 ・資源の最適酉こ:>上で多蛮涙 ・零要の評紅さ可能 な の で あ
る。また)他 の一つであるゲーム論モデfレと,費 モ:最小セ ・資源の最適配分を確保し
た上での財政余剰の配分を通じ,既 得幾義手葬軽カモ可=とな最で≧尋ぅ とた身モって,今
後の本事業の費用負担確定の際モ:ま,行 攻 主F‐7義率を上:ゴ,車:者考事業イヒを期するた
めに,シ ミュレーション的手法ととて==蓮 論モデ斗か妥壇されるべきであると考え
られる。

t2)現 行事業完了後の用水管理

たとえ,事 業化が円滑になされ_合 彗七章幸事業モニ妻範されたとしても,本 論文で
掲げたヶ―ス ・スタディ地域のi多 む場会:こ壬=妻 行尋事業形態によっては,都 市側
の計画年における水需要を満足させるだ■つ余棄士尋生み鐘と:ま不可能である。すな
わち,他 の地域における場合も,同 報のことが起こ孝隼ると考えられ,事 業化できた
地域でのその後の用水管理こそが非常に重要であコ|い 汚二:こ用水管理壬行なうかが,
本事業成果を確実なものにするか否かの決定的な決め手になる。

その手段は,い くつか考えられるであろうが,最 善 と思われる手段は,合 理化対策
事業そのものの中に,工 事完了後の用水管理計画を織 り込み,工 事完了後の用水管理
を含めた合理化事業に変更することでぁる=も ちろん,そ の時の事業費用は,水 管理
費用も含まれることになる。この場合の実際の毎 日の用水管理は,値 々の農家に対価
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ま支峯i予てまかせる手でi主なく,土 地改良区なり,営 農集団なりに契約の形で地域全

祭一事管理を委託することである。

1患1 排水義務量について

会理化地域尋とつ水利権の中:こ!ま,そ の下流地域で利用されるべき水量も含まれて

いる可 ヒ々rlが≧るが,台 聾|ヒされる水量が下流地域で利用される水にしわよせされな

いために,表 表支上秀すニックが必要である。その方法として,還 元水量の把握がで

きる CB去 き取 才氏どとた水収支モデルが有用である。 し たがってテ会理化問題をかか

える地襲tま!上 ・下汽問題を起こさないためにこの水収支モデルによるチェックをす

点きモニる壬

3=今 後の課題

■ モ デ■ /F拡大

■: 台垂!老事業:こ伴 うpay-0「関係

第V-1表 は,本 事業に伴 うpay-0「関係を拾い出したものである。本論文では,デ
ータの収集待:終上モデル化できなかった事柄が多くあるが, 今後はこれらの pay―or

関係をできるだけ取 り入れたモデルの構築や検討がなされるべきである。また,金 銭

tCrmで 計ね/ない事柄に関しては,理 論モデル提示後にフィー ド・バックループ を通

じて検討されるべきものである。

倒 技 術革新および農業構造の変動

今後の農業用水合理化のあり方を考える際,技 術革新および農業構造の変動を見通

した上での地域農業の生産構造モデル,そ の担い手 としての経営構造モデルを構築す

こ必要がある。これらの構造モデルが前提 となって,は じめてより適格な農業用水需

要子差モデルが策定でき,地 域農業発展上の制約 とならない転用水量の確定が可能と

を尋と思わFL.る。また,地 域における農業用水需要予源Jは,水 利施設体系を変更した

韓:二ど号変化するかを検討すること, と同時に,水 利施設体系の変更に必要な土地改

長装養尋費弔負担の方法やあり方を新たに農業構造に即 して明らかにすることが必要

モニる子二のためのモデルは,本 論文で述べたモデルと併 せ て,SD(シ ステム ・ダ

イ■二‐■ヌ,モ デルを導入することが有用である。

= 也 逸襲ネ多モデルの適用

■: 艶養義実益最大すヒモデル
ー義モデ■圭とて走式化 した地域的便益最大化モデルの一つの特徴は,水 収支上の

上下読地域 とつ水筑用関係,た とえば,下 流農地への排水義務量,河 川維持用水量を

考慮でき尋と■うことでぁる。ところが,ケ ース ・スタディ地域へのあてはめにおい
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て,た またま,本 地域には,河 川下流地点で取水する本地域と隣 り合わせた農地が存

在 しないために, この特徴を充分生かすことができなく終わっている。したがって,

このモデルが他地域に適用されれば, この特徴が充分生かされ,よ り興味ある結果を

提示できるものと考える。また,こ の一般モデルを順次繋ぎ合わせば, どのような範

囲の地域あるいは流域における解析 も可能であると考えられる。

lb)費 用負担理論モデル

特に,ゲ ーム論モデルは,本 来,多 数の主体が存在 した方が興味ある結果を提示で

きるものであるネ。本ケース ・スタディでは,本 論文の分析対象が農業側 ・都市 側 と

いう2主体のみであるため, 2人 ゲームとなってしまったが,都 市側を各市町別の費

用負担を求めるため,主 体を 4っ に分害」するとか,あ るいは農業側も合理化から受け

る便益の大きさの異なる地区内上流all・下流側 とに分けるとかしても,容 易に適用可

能なモデルである。今後より大きな範囲で合理化事業がなされる際には,こ のモデル

は,各 主体に対する一つの費用負担の指針を示す上で,非 常に有用なモデルとなると

考えられる。

(3)理 論モデルの社会的公平性の問題

本論文で提示 した理論モデルは,線 形計画モデルにしてもゲーム論モデル に して

も,非 常に制約条件の強い仮定の下でのモデルであり,机 上での規範的なモデルであ

る。したがって,こ のモデルが現実に受け入 られやすいものかどうかは即 断 で きな

い。すなわち,社 会的に公正な費用振分けとして,そ のまま各主体の評価が下される

というのではなく,各 主体の既得権益をどう認め,事 業をどのように遂行するかにつ

いての
“
合意
"が
得 られれば,一 つの各主体に納得のいく費用負担を提示できるとい

うことである。

〔注コ ネ 本論文では,2人 対称ゲームであるために前に示した他のゲームの解 と仁

とが一致することとなるが, 3人 ゲーム以上になると,必 ずしもこれらの解が一致

するとは限らず,そ れらの解のうちどれが現実に受け入れ易いものであるかの検討

が可能となる。
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